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(57)【要約】
　固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成する方法であって：イミダゾール、アミン、お
よび１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在下で接触させて固体エポキシ
－イミダゾール触媒を形成すること；を含む方法である。他の側面において、開示する態
様は、エポキシ－イミダゾール触媒、更には硬化性組成物、硬化性組成物を形成する方法
、および添加される溶媒の不存在下で形成されるエポキシ－イミダゾール触媒を用いて熱
硬化レジンを形成する方法に関する。



(2) JP 2011-516714 A 2011.5.26

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成する方法であって：
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；
を含む、方法。
【請求項２】
　接触を温度１４０℃未満で行う、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　アミンが、モノエタノールアミンおよびジエタノールアミンの少なくとも１種を含む、
請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　１種以上のエポキシレジンが、少なくとも１種の脂肪族エポキシレジンを含む、上記請
求項のいずれかに記載の方法。
【請求項５】
　１種以上のエポキシレジンが、ビスフェノールＡ系エポキシレジンおよびポリグリコー
ルポリエポキシドの少なくとも１種を含む、上記請求項のいずれかに記載の方法。
【請求項６】
　接触が：
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンの第１の部分を第１の温度で
混合すること；
　１種以上のエポキシレジンの第２の部分を、混合物が第２の温度より低温に維持される
ように制御可能に添加すること；
を含む、上記請求項のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　エポキシ－イミダゾール触媒が室温で固体である、上記請求項のいずれかに記載の方法
。
【請求項８】
　以下の質量範囲：
　１０～３５質量パーセントのイミダゾール；
　０超～１０質量パーセントのアミン；および
　３５～９０質量パーセントの１種以上のエポキシレジン；
で用いる、イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンで触媒を形成する、
上記請求項のいずれかに記載の方法。
【請求項９】
　１種以上のエポキシレジンが：
　３５～８０質量パーセントのビスフェノールＡ系エポキシレジン；および
　０～３０質量パーセントのポリグリコールジエポキシド；
を含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　イミダゾールが、２－メチルイミダゾールを含み、かつアミンがモノエタノールアミン
およびジエタノールアミンの少なくとも１種を含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；
を含む方法によって形成される、エポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１２】
　接触を温度１４０℃未満で行う、請求項１１に記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１３】
　アミンが、モノエタノールアミンおよびジエタノールアミンの少なくとも１種を含む、



(3) JP 2011-516714 A 2011.5.26

10

20

30

40

50

請求項１１または１２に記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１４】
　１種以上のエポキシレジンが、少なくとも１種の脂環式エポキシレジンを含む、請求項
１１～１３のいずれかに記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１５】
　１種以上のエポキシレジンが、ビスフェノールＡ系エポキシレジンおよびポリグリコー
ルジエポキシドの少なくとも１種を含む、請求項１１～１４のいずれかに記載のエポキシ
－イミダゾール触媒。
【請求項１６】
　接触が：
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンの第１の部分を第１の温度で
混合すること；
　１種以上のエポキシレジンの第２の部分を、混合物が第２の温度より低温に維持される
ように制御可能に添加すること；
を含む、請求項１１～１５のいずれかに記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１７】
　エポキシ－イミダゾール触媒が室温で固体である、請求項１１に記載のエポキシ－イミ
ダゾール触媒。
【請求項１８】
　以下の質量範囲：
　１０～３５質量パーセントのイミダゾール；
　０超～１０質量パーセントのアミン；および
　３５～９０質量パーセントの１種以上のエポキシレジン；
で用いる、イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンで触媒を形成する、
請求項１１～１６のいずれかに記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項１９】
　１種以上のエポキシレジンが：
　３５～８０質量パーセントのビスフェノールＡ系エポキシレジン；および
　０～３０質量パーセントのポリグリコールジエポキシド；
を含む、請求項１８に記載のエポキシ－イミダゾール触媒。
【請求項２０】
　イミダゾールが、２－メチルイミダゾールを含み、かつアミンがモノエタノールアミン
およびジエタノールアミンの少なくとも１種を含む、請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
　エポキシレジンと；イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加
される溶媒の不存在下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成することを含
む方法によって形成されるエポキシ－イミダゾール触媒と；を含む、硬化性組成物。
【請求項２２】
　硬化剤、難燃添加剤、および強化剤の少なくとも１種を更に含む、請求項２１に記載の
硬化性組成物。
【請求項２３】
　硬化性組成物を形成する方法であって：
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；ならびに
　該固体エポキシ－イミダゾール触媒を少なくとも１種のエポキシレジンと混合すること
；
を含む、方法。
【請求項２４】
　熱硬化レジンを形成する方法であって：
　イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
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下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；
　該固体エポキシ－イミダゾール触媒を少なくとも１種のエポキシレジンと混合して硬化
性組成物を形成すること；ならびに
　該硬化性組成物を温度少なくとも６０℃で熱的に硬化させて熱硬化レジンを形成するこ
と；
を含む、方法。
【請求項２５】
　熱硬化レジンを、コーティング用途、コンポジット用途、プリプレグ製造用、および電
気ラミネート製造用であって印刷回路板の製造に有用であるもの、の少なくとも１つにお
いて用いる、請求項２４に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　開示の背景
　開示の分野
　本明細書で開示する態様は、概略的には、粉末コーティング用途に有用なエポキシ－イ
ミダゾール触媒に関する。より具体的には、本明細書で開示する態様は、無溶媒プロセス
を用いて形成される固体エポキシ－イミダゾール触媒に関する。
【背景技術】
【０００２】
　背景
　イミダゾールは、エポキシレジン用の硬化剤として広く使用されている。これによって
硬化される生成物は、一般的に、高度に望ましい物理特性および化学特性を有するからで
ある。しかし、殆どの３級窒素含有硬化剤のように、イミダゾールは、室温でも極めて急
速にエポキシレジン系と反応する。部分的に反応したイミダゾール－エポキシ系およびイ
ミダゾール化合物（環内に２級アミノ基を有するもの）は、貯蔵寿命を延長するために使
用する場合があり、関連する欠点を伴う。
【０００３】
　これらの欠点を回避するために、米国特許第３，７５６，９８４号は、ある範囲の、モ
ノ－およびポリエポキシドのイミダゾール（環内に２級アミノ基を有するもの）による付
加物の調製、ならびにこのような化合物を、硬化剤として、単独または他の硬化剤との組
合せで、エポキシ組成物，特に成形用粉末または粉末コーティング組成物において使用す
ることを開示する。これらの記載されるエポキシ－イミダゾール付加物は、一般的には、
ポリエポキシドの無水硬化のための良好な硬化剤および促進剤である。米国特許第５，３
１０，８６４号および第４，０６６，６２５号は、他のエポキシ－イミダゾール付加物を
議論する。
【０００４】
　上記で列挙した特許において記載されるエポキシ－イミダゾール化合物は、典型的には
溶媒系プロセスにおいて製造する。溶媒系プロセスは、一般的には、反応温度を制御する
こと、および固体反応生成物の早期のゲル化を回避することを必要とする。エポキシ－イ
ミダゾール化合物の例（Ｈｅｘｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｈｏ
ｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａｓから入手可能）は、触媒型硬化剤（商品名ＥＰＩ－ＣＵＲＥ，例
えばＥＰＩ－ＣＵＲＥ　Ｐｌ０ｌで入手可能）である。
【０００５】
　溶媒系プロセスの結果として得られる固体触媒は、必然的に少量の残存溶媒を有する。
特定の粉末系（固体）エポキシ系は、この残存溶媒による影響を受ける場合がある。
【０００６】
　従って、改善されたエポキシ－イミダゾール触媒系に対する必要性が存在する。加えて
、改善されたコーティング性能，例えば高温水耐性、陰極剥離耐性、接着、および硬化性
（低温での）を、他のコーティング特性を維持しながら有する粉末コーティング配合物の
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開発の必要性が存在する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　開示の要約
　一側面において、本明細書で開示する態様は、固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成
する方法に関し、該方法は：イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを
、添加される溶媒の不存在下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成するこ
とを含む。
【０００８】
　別の側面において、本明細書で開示する態様は、イミダゾール、アミン、および１種以
上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在下で接触させて固体エポキシ－イミダゾ
ール触媒を形成することを含む方法で形成されるエポキシ－イミダゾール触媒に関する。
【０００９】
　別の側面において、本明細書で開示する態様は、エポキシレジンと；イミダゾール、ア
ミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在下で接触させて固体
エポキシ－イミダゾール触媒を形成することを含む方法によって形成されるエポキシ－イ
ミダゾール触媒と；を含む、硬化性組成物に関する。
【００１０】
　別の側面において、本明細書で開示する態様は、硬化性組成物を形成する方法であって
：イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；ならびに該固体エポキ
シ－イミダゾール触媒を少なくとも１種のエポキシレジンと混合すること；を含む方法に
関する。
【００１１】
　別の側面において、本明細書で記載する態様は、熱硬化レジンを形成する方法であって
：イミダゾール、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在
下で接触させて固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成すること；該固体エポキシ－イミ
ダゾール触媒を少なくとも１種のエポキシレジンと混合して硬化性組成物を形成すること
；ならびに該硬化性組成物を温度少なくとも６０℃で熱的に硬化させて熱硬化レジンを形
成すること；を含む方法に関する。
【００１２】
　他の側面および利点は、以下の説明および添付の特許請求の範囲から明らかとなろう。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　詳細な説明
　一側面において、本明細書で開示する態様は、エポキシ－イミダゾール触媒に関する。
より詳細には、本明細書で開示する態様は、溶媒不含有プロセスにおいて形成されるエポ
キシ－イミダゾール触媒に関する。得られる触媒（溶媒不含有）は、粉末コーティング用
途および他の用途（残存溶媒感受性である場合があるもの）のために有用であることがで
きる。
【００１４】
　固体エポキシ－イミダゾール触媒は、本明細書で開示する態様に従って、イミダゾール
、アミン、および１種以上のエポキシレジンを、添加される溶媒の不存在下で接触させる
ことによって形成できる。イミダゾール、エポキシレジンおよびアミンの間の反応は、あ
る態様において、過度のエポキシ単独重合を回避するように比較的低温で実施できる。例
えば、接触させることを、反応温度を１４０℃未満に維持するように制御された条件下で
行うことによって、エポキシとイミダゾールとの間の効率的な反応を与える。
【００１５】
　エポキシとイミダゾールとの反応は、発熱反応による過度の熱を生じさせる場合がある
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。よって、本明細書で開示する態様に従い、過度の反応温度を回避するために、エポキシ
レジン、アミンおよびイミダゾールの接触を制御された様式で行って、混合物中に存在す
る反応物質の量を制限することができ、よって制御された発熱および十分な徐熱をもたら
すことができる。例えば、イミダゾール、アミン、およびエポキシレジンの一部の初期混
合物を反応させて初期発熱を生じさせる。残りの量のエポキシレジンを反応器に分割量で
入れることができ、反応熱を混合物から除去し、よって反応混合物の温度を制御できる。
分割量としては、例えば、エポキシレジンの延長された時間に亘っての連続または半連続
の添加が挙げられ、ここで添加速度は、不所望の発熱および過度の反応温度をもたらさな
いように選択する。
【００１６】
　本明細書で開示する態様に従った、反応して固体エポキシ－イミダゾール触媒を形成す
る組成物全体は、１０～３５質量パーセントのイミダゾール、６５～９０質量パーセント
の１種以上のエポキシレジン、および０超～１０質量パーセントのアミンを含むことがで
きる。種々の態様において有用なエポキシレジン、イミダゾール、およびアミンを以下で
より詳細に説明する。
【００１７】
　エポキシレジン
　本明細書で開示する態様において使用するエポキシレジンは多様であることができ、そ
して従来のおよび市販で入手可能なエポキシレジンであることができ、これらは単独でま
たは２種以上の組み合わせで使用できる。エポキシレジンの本明細書で開示する組成物の
ための選択においては、最終生成物の特性のみならず、レジン組成物の加工に影響する場
合がある粘度および他の特性もまた考慮するのがよい。
【００１８】
　エポキシレジン成分は任意の種類のエポキシレジンであることができ、１つ以上の反応
性オキシラン基（本明細書において「エポキシ基」または「エポキシ官能基」ともいう）
を含有する任意の材料が挙げられる。本明細書で開示する態様において有用なエポキシレ
ジンとしては、単官能エポキシレジン、多－またはポリ－官能エポキシレジン、およびこ
れらの組合せを挙げることができる。モノマー性およびポリマー性のエポキシレジンは、
脂肪族、脂環式、芳香族、または複素環式のエポキシレジンであることができる。ポリマ
ーエポキシとしては、直鎖ポリマーであって末端エポキシ基を有するもの（例えば、ポリ
オキシアルキレングリコールのジグリシジルエーテル）、ポリマー骨格オキシラン単位（
例えば、ポリブタジエンポリエポキシド）および側鎖エポキシ基を有するポリマー（例え
ば、グリシジルメタクリレートポリマーまたはコポリマー）が挙げられる。エポキシドは
、純粋な化合物であることができるが、一般的には、分子当たり１つ、２つまたはそれを
超えるエポキシ基を含有する混合物または化合物である。ある態様において、エポキシレ
ジンは、反応性－ＯＨ基を有することもでき、これはより高温で無水物、有機酸、アミノ
レジン、フェノールレジン、またはエポキシ基（触媒される場合）と反応して、更なる架
橋をもたらすことができる。
【００１９】
　一般的には、エポキシレジンはグリシデート化レジン、脂環式レジン、エポキシ化油等
であることができる。グリシデート化レジンは、しばしば、エピクロロヒドリンとビスフ
ェノール化合物，例えばビスフェノールＡ；Ｃ4～Ｃ28アルキルグリシジルエーテル；Ｃ2

～Ｃ28アルキル－およびアルケニル－グリシジルエステル；Ｃ1～Ｃ28アルキル－、モノ
－およびポリ－フェノールグリジシルエーテル；多官能フェノールのポリグリシジルエー
テル，例えばピロカテコール、レゾルシノール、ハイドロキノン、４，４’－ジヒドロキ
シジフェニルメタン（またはビスフェノールＦ）、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－
ジメチルジフェニルメタン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルジメチルメタン（または
ビスフェノールＡ）、４，４’－ジヒドロキシジフェニルメチルメタン、４，４’－ジヒ
ドロキシジフェニルシクロヘキサン、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’－ジメチルジフ
ェニルプロパン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホン、およびトリス（４－ヒド
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ロキシフェニル）メタン；上記のジフェノールの塩素化生成物および臭素化生成物のポリ
グリシジルエーテル；ノボラックのポリグリシジルエーテル；芳香族ヒドロカルボン酸の
ジハロアルカンまたはジハロゲンジアルキルエーテルとの塩のエステル化によって得られ
るジフェノールのエーテルのエステル化によって得られるジフェノールのポリグリシジル
エーテル；フェノールと、少なくとも２つのハロゲン原子を含有する長鎖ハロゲンパラフ
ィンとの縮合によって得られるポリフェノールのポリグリシジルエーテル、との反応生成
物である。本明細書で開示する態様において有用なエポキシレジンの他の例としては、ビ
ス－４，４’－（１－メチルエチリデン）フェノールジグリシジルエーテルおよび（クロ
ロメチル）オキシランビスフェノールＡジグリシジルエーテルが挙げられる。
【００２０】
　ある態様において、エポキシレジンとしては：グリシジルエーテル型；グリシジル－エ
ステル型；脂環式型；複素環型、およびハロゲン化エポキシレジン等が挙げられる。好適
なエポキシレジンの非限定例としては、クレゾールノボラックエポキシレジン、フェノー
ルノボラックエポキシレジン、ビフェニルエポキシレジン、ハイドロキノンエポキシレジ
ン、スチルベンエポキシレジン、ならびにこれらの混合物および組合せを挙げることがで
きる。
【００２１】
　好適なポリエポキシ化合物としては、レゾルシノールジグリシジルエーテル（１，３－
ビス－（２，３－エポキシプロポキシ）ベンゼン），ビスフェノールＡ（２，２－ビス（
ｐ－（２，３－エポキシプロポキシ）フェニル））プロパンのジグリシジルエーテル，ト
リグリシジルｐ－アミノフェノール（４－（２，３－エポキシプロポキシ）－Ｎ，Ｎ－ビ
ス（２，３－エポキシプロピル）アニリン），ブロモビスフェノールＡ（２，２－ビス（
４－（２，３－エポキシプロポキシ）３－ブロモ－フェニル）プロパン）のジグリシジル
エーテル，ビスフェノールＦ（２，２－ビス（ｐ－（２，３－エポキシプロポキシ）フェ
ニル）メタン）のジグリシジルエーテル，メタ－および／またはパラ－アミノフェノール
（３－（２，３－エポキシプロポキシ）Ｎ，Ｎ－ビス（２，３－エポキシプロピル）アニ
リン）のトリグリシジルエーテル，ならびにテトラグリシジルメチレンジアニリン（Ｎ，
Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ（２，３－エポキシプロピル）４，４’－ジアミノジフェニルメ
タン），ならびに２種以上のポリエポキシ化合物の混合物を挙げることができる。見出さ
れる有用なエポキシレジンのより包括的な列挙は、Ｌｅｅ，Ｈ．およびＮｅｖｉｌｌｅ，
Ｋ．，Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｅｐｏｘｙ　Ｒｅｓｉｎｓ，ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ　
Ｂｏｏｋ　Ｃｏｍｐａｎｙ，１９８２再発行、に見出すことができる。
【００２２】
　他の好適なエポキシレジンとしては、芳香族アミンおよびエピクロロヒドリンを基にす
るポリエポキシ化合物，例えば、Ｎ，Ｎ’－ジグリシジル－アニリン；Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ル－Ｎ，Ｎ’－ジグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン；Ｎ－ジグリシジル－４－
アミノフェニルグリシジルエーテル；およびＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－１
，３－プロピレンビス－４－アミノベンゾエートが挙げられる。エポキシレジンとしては
また：芳香族ジアミン、芳香族モノ１級アミン、アミノフェノール、多価フェノール、多
価アルコール、ポリカルボン酸、の１種以上のグリシジル誘導体を挙げることができる。
【００２３】
　有用なエポキシレジンとしては、例えば、多価ポリオール，例えばエチレングリコール
、トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，５－ペンタンジオール
、１，２，６－ヘキサントリオール、グリセロール、および２，２－ビス（４－ヒドロキ
シシクロヘキシル）プロパンのポリグリシジルエーテル；脂肪族および芳香族のポリカル
ボン酸，例えばシュウ酸、コハク酸、グルタル酸、テレフタル酸、２，６－ナフタレンジ
カルボン酸、および二量体化リノール酸のポリグリシジルエーテル；ポリフェノール，例
えばビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エ
タン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）イソブタン、および１，５－ジヒドロキ



(8) JP 2011-516714 A 2011.5.26

10

20

30

40

50

シナフタレンのポリグリシジルエーテル；アクリレート部分またはウレタン部分を有する
変性エポキシレジン；グリシジルアミンエポキシレジン；ならびにノボラックレジンが挙
げられる。
【００２４】
　エポキシ化合物は、脂環式（cycloaliphaticまたはalicyclic）エポキシドであること
ができる。脂環式エポキシドの例としては、ジカルボン酸の脂環式エステルのジエポキシ
ド，例えばビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）オキサレート，ビス（３，４
－エポキシシクロヘキシルメチル）アジペート，ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシ
クロヘキシルメチル）アジペート，ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）ピメ
レート；ビニルシクロヘキサンジエポキシド；リモネンジエポキシド；ジシクロペンタジ
エンジエポキシド；等が挙げられる。他の好適な、ジカルボン酸の脂環式エステルのジエ
ポキシドは、例えば米国特許第２，７５０，３９５号に記載されている。
【００２５】
　他の脂環式エポキシドとしては、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エ
ポキシシクロヘキサンカルボキシレート，例えば３，４－エポキシシクロヘキシルメチル
－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート；３，４－エポキシ－１－メチルシ
クロヘキシルメチル－３，４－エポキシ－１－メチルシクロヘキサンカルボキシレート；
６－メチル－３，４－エポキシシクロヘキシルメチルメチル－６－メチル－３，４－エポ
キシシクロヘキサンカルボキシレート；３，４－エポキシ－２－メチルシクロヘキシルメ
チル－３，４－エポキシ－２－メチルシクロヘキサンカルボキシレート；３，４－エポキ
シ－３－メチルシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシ－３－メチルシクロヘキサンカ
ルボキシレート；３，４－エポキシ－５－メチルシクロヘキシルメチル－３，４－エポキ
シ－５－メチルシクロヘキサンカルボキシレート等が挙げられる。他の好適な３，４－エ
ポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレートは、例
えば、米国特許第２，８９０，１９４号に記載されている。
【００２６】
　特に有用な更なるエポキシ含有材料としては、グリシジルエーテルモノマーを基にする
ものが挙げられる。例は、多価フェノールを過剰のクロロヒドリン（例えばエピクロロヒ
ドリン）と反応させることによって得られる多価フェノールのジ－またはポリグリシジル
エーテルである。このような多価フェノールとしては、レゾルシノール，ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）メタン（ビスフェノールＦとして公知），２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）プロパン（ビスフェノールＡとして公知），２，２－ビス（４’－ヒドロキ
シ－３’，５’－ジブロモフェニル）プロパン，１，１，２，２－テトラキス（４’－ヒ
ドロキシ－フェニル）エタンまたはフェノールとホルムアルデヒドとの縮合物（酸条件下
で得られるもの，例えばフェノールノボラックおよびクレゾールノボラック）が挙げられ
る。この種のエポキシレジンの例は、米国特許第３，０１８，２６２号に記載されている
。他の例としては、多価アルコール，例えば１，４－ブタンジオール、またはポリアルキ
レングリコール，例えばポリプロピレングリコールのジ－またはポリグリシジルエーテル
、および脂環式ポリオール，例えば２，２－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）プロ
パンのジ－またはポリグリシジルエーテルが挙げられる。他の例は、単官能レジン，例え
ばクレジルグリシジルエーテルまたはブチルグリシジルエーテルである。
【００２７】
　エポキシ化合物の他の分類としては、多官能カルボン酸，例えばフタル酸、テレフタル
酸、テトラヒドロフタル酸またはヘキサヒドロフタル酸のポリグリシジルエステルおよび
ポリ（ベータ－メチルグリシジル）エステルが挙げられる。エポキシ化合物の更なる分類
は、アミン、アミドおよび複素環式窒素塩基のＮ－グリシジル誘導体，例えばＮ，Ｎ－ジ
グリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルトルイジン、Ｎ，Ｎ－Ｎ’，Ｎ’－テトラグ
リシジルビス（４－アミノフェニル）メタン、トリグリシジルイソシアヌレート、Ｎ，Ｎ
’－ジグリシジルエチルウレア、Ｎ，Ｎ’－ジグリシジル－５，５－ジメチルヒダントイ
ン、およびＮ，Ｎ’－ジグリシジル－５－イソプロピルヒダントインである。
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【００２８】
　更に他のエポキシ含有材料は、グリシドールのアクリル酸エステル，例えばグリシジル
アクリレートおよびグリシジルメタクリレートと１種以上の共重合性ビニル化合物とのコ
ポリマーである。このようなコポリマーの例は、１：１スチレン－グリシジルメタクリレ
ート、１：１メチルメタクリレート－グリシジルアクリレートおよび６２．５：２４：１
３．５メチルメタクリレート－エチルアクリレート－グリシジルメタクリレートである。
【００２９】
　容易に入手可能なエポキシ化合物としては、オクタデシレンオキサイド；グリシジルメ
タクリレート；ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル；Ｄ．Ｅ．Ｒ．*３３１，Ｄ．
Ｅ．Ｒ．*３３２およびＤ．Ｅ．Ｒ．*３３０（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎより）；ビニルシクロヘキサンジオキサ
イド；３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート；３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシ－
６－メチルシクロヘキサンカルボキシレート；ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシク
ロヘキシルメチル）アジペート；ビス（２，３－エポキシシクロペンチル）エーテル；ポ
リプロピレングリコールで変性された脂肪族エポキシ；ジペンテンジオキサイド；エポキ
シ化ポリブタジエン；エポキシ官能基を含有するシリコーンレジン；難燃性エポキシレジ
ン（例えば臭素化ビスフェノール型エポキシレジン（商品名Ｄ．Ｅ．Ｒ．*５６０で、Ｔ
ｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎ
から入手可能））；フェノール－ホルムアルデヒドノボラックの１，４－ブタンジオール
ジグリシジルエーテル（例えば、商品名Ｄ．Ｅ．Ｎ．*４３１およびＤ．Ｅ．Ｎ．*４３８
でＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇ
ａｎから入手可能なもの）；ならびにレゾルシノールジグリシジルエーテルが挙げられる
。具体的には言及しないが、商品名Ｄ．Ｅ．Ｒ．*およびＤ．Ｅ．Ｎ．*（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能
なもの）の他のエポキシレジンもまた使用できる。ある態様において、エポキシレジン組
成物は、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテルとビスフェノールＡとの反応によって
形成されるエポキシレジンを含むことができる。
【００３０】
　他の好適なエポキシレジンは、米国特許第５，１１２，９３２号（参照により本明細書
に組入れる）に記載されている。このようなエポキシレジンとしては、エポキシ末端ポリ
オキサゾリドン含有化合物，例えば、ポリエポキシド化合物とポリイソシアネート化合物
との反応生成物を挙げることができる。開示されるポリエポキシドとしては、２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（一般にビスフェノールＡという）のジグリシジ
ルエーテルおよび２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン
（一般にテトラブロモビスフェノールＡという）のジグリシジルエーテルを挙げることが
できる。好適なポリイソシアネートとしては、４，４’－メチレンビス（フェニルイソシ
アネート）（ＭＤＩ）およびその異性体、ＭＤＩの高官能ホモログ（一般に、「ポリメリ
ックＭＤＩ」という）、トルエンジイソシアネート（ＴＤＩ），例えば２，４－トルエン
ジイソシアネートおよび２，６－トルエンジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシア
ネート、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＭＤＩ）およびイソホロンジイソシアネー
トを挙げることができる。
【００３１】
　他の好適なエポキシレジンは、例えば米国特許第７，１６３，９７３号，第６，８８７
，５７４号，第６，６３２，８９３号，第６，２４２，０８３号，第７，０３７，９５８
号，第６，５７２，９７１号，第６，１５３，７１９号および第５，４０５，６８８号、
ＰＣＴ公開第ＷＯ２００６／０５２７２７号、ならびに米国特許出願公開第２００６０２
９３１７２号および第２００５０１７１２３７号（これらの各々は参照により本明細書に
組入れる）に記載されている。
【００３２】
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　イミダゾール
　本明細書で開示する態様において有用なイミダゾール化合物としては、分子当たり１つ
のイミダゾール環を有する化合物，例えばイミダゾール、２－メチルイミダゾール，２－
エチル－４－メチルイミダゾール，２－メチル－４－エチルイミダゾール，２－ウンデシ
ルイミダゾール，２－ヘプタデシルイミダゾール，２－フェニルイミダゾール，２－フェ
ニル－４－メチルイミダゾール，ｌ－ベンジル－２－メチルイミダゾール，２－エチルイ
ミダゾール，２－イソプロピルイミダゾール，２－フェニル－４－ベンジルイミダゾール
，１－シアノエチル－２－メチルイミダゾール，１－シアノエチル－２－エチル－４－メ
チルイミダゾール，１－シアノエチル－２－ウンデシルイミダゾール，１－シアノエチル
－２－イソプロピルイミダゾール，１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール，２，
４－ジアミノ－６－［２’－メチルイミダゾリル－（ｌ）’］－エチル－ｓ－トリアジン
，２，４－ジアミノ－６－［２’－エチル－４－メチルイミダゾリル－（ｌ）’］－エチ
ル－ｓ－トリアジン，２，４－ジアミノ－６－［２’－ウンデシルイミダゾリル－（ｌ）
’］－エチル－ｓ－トリアジン，２－メチル－イミダゾリウム－イソシアヌル酸付加物，
２－フェニルイミダゾリウム－イソシアヌル酸付加物、１－アミノエチル－２－メチルイ
ミダゾール，２－フェニル－４，５－ジヒドロキシメチルイミダゾール，２－フェニル－
４－メチル－５－ヒドロキシメチルイミダゾール，２－フェニル－４－ベンジル－５－ヒ
ドロキシメチルイミダゾール等；および、分子当たり２つ以上のイミダゾール環を含有す
る化合物であって上記のヒドロキシメチル含有イミダゾール化合物の脱水によって得られ
るもの，例えば２－フェニル－４，５－ジヒドロキシメチルイミダゾール，２－フェニル
－４－メチル－５－ヒドロキシメチルイミダゾールおよび２－フェニル－４－ベンジル－
５－ヒドロキシ－メチルイミダゾール；ならびにこれらをホルムアルデヒドで縮合するも
の，例えば４，４’－メチレン－ビス－（２－エチル－５－メチルイミダゾール）等を挙
げることができる。
【００３３】
　アミン
　本明細書で開示する態様において有用なアミン触媒としては、Ｎ－アルキルモルホリン
、Ｎ－アルキルアルカノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジアルキルシクロヘキシルアミン、および
アルキルアミン（アルキル基がメチル、エチル、プロピル、ブチルおよびその異性体形の
もの）、ならびに複素環式アミンを挙げることができる。
【００３４】
　ある態様において、好適なアミンとしては、求核アミン，例えばジアザビシクロウンデ
セン（ＤＢＵ）、ジアザビシクロオクテン、ヘキサメチレンテトラミン、モルホリン、ピ
ペリジン；トリアルキルアミン，例えばトリエチルアミン、トリメチルアミン、ベンジル
ジメチルアミンを挙げることができる。他の態様において、アミンとしては、モノエタノ
ールアミン、メチルジエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、
ジエチルアミノプロピルアミン、ベンジルジメチルアミン、ｍ－キシリレンジ（ジメチル
アミン）、Ｎ－Ｎ’－ジメチルピペラジン、Ｎ－メチルピロリジン、Ｎ－メチルヒドロキ
シピペリジン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’Ｎ’－テトラメチルジアミノエタン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，
Ｎ’－ペンタメチルジエチレントリアミン、トリブチルアミン、トリメチルアミン、ジエ
チルデシルアミン、トリエチレンジアミン、Ｎ－メチルモルホリン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’Ｎ’－
テトラメチルプロパンジアミン、Ｎ－メチルピペリジン、Ｎ－Ｎ’－ジメチル－１，３－
（４－ピペリジノ）プロパン、ピリジン等を挙げることができる。他の３級アミンとして
は、１，８－ジアゾビシクロ［５．４．０］ウンデカ－７－エン、１，８－ジアザビシク
ロ［２．２．２］オクタン、４－ジメチルアミノピリジン、４－（Ｎ－ピロリジノ）ピリ
ジン、トリエチルアミンおよび２，４，６－トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール
が挙げられる。
【００３５】
　追加の硬化剤（HARDENERS / CURING AGENTS）
　上記のエポキシ－イミダゾール化合物に加えて、追加の硬化剤（hardenersまたはcurin
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g agents）もまた、エポキシレジン組成物の架橋を促進してポリマー組成物を形成するた
めに提供できる。追加の硬化剤（hardenersおよびcuring agents）は、個別にまたは２種
以上の混合物として使用できる。硬化剤成分（硬化剤（hardener）または架橋剤（cross-
linking agent）ともいう）としては、エポキシレジンのエポキシ基との反応性を有する
活性基を有する任意の化合物を挙げることができる。硬化剤としては、窒素含有化合物，
例えばアミンおよびその誘導体；酸素含有化合物，例えばカルボン酸末端ポリエステル、
無水物、フェノールノボラック、ビスフェノールＡノボラック、ＤＣＰＤ－フェノール縮
合生成物、臭素化フェノールオリゴマー、アミノ－ホルムアルデヒド縮合生成物、フェノ
ール、ビスフェノールＡおよびクレゾールノボラック、フェノール末端エポキシレジン；
硫黄含有化合物，例えばポリスルフィド、ポリメルカプタン；および触媒性硬化剤，例え
ば３級アミン、ルイス酸、ルイス塩基および上記硬化剤の２種以上の組合せを挙げること
ができる。実際には、ポリアミン、ジアミノジフェニルスルホンおよびその異性体、アミ
ノベンゾエート、種々の酸無水物、例えばフェノール－ノボラックレジンおよびクレゾー
ルノボラックレジン、を使用できるが、本開示はこれらの化合物の使用に限定されない。
【００３６】
　使用できる架橋剤の他の態様は、米国特許第６，６１３，８３９号に記載されており、
例えば、分子量（Ｍｗ）が１５００～５０，０００の範囲および無水物量が１５パーセン
ト超の、スチレンおよび無水マレイン酸のコポリマーが挙げられる。
【００３７】
　本明細書で開示する組成物において有用であることができる他の成分としては、硬化触
媒が挙げられる。硬化触媒の例としては、イミダゾール誘導体、３級アミン、および有機
金属塩が挙げられる。このような硬化触媒の他の例としては、フリーラジカル開始剤，例
えばアゾ化合物，例えばアゾイソブチロニトリル、および有機過酸化物，例えばターシャ
リーブチルパーベンゾエート、ターシャリーブチルパーオクトエート、およびベンゾイル
パーオキサイド；メチルエチルケトンパーオキサイド、アセト酢酸パーオキサイド、クメ
ンヒドロパーオキサイド、シクロヘキサノンヒドロパーオキサイド、ジクミルパーオキサ
イド、およびこれらの混合物が挙げられる。メチルエチルケトンパーオキサイドおよびベ
ンゾイルパーオキサイドは本発明において好ましく使用される。
【００３８】
　ある態様において、硬化剤としては、１級および２級のポリアミンおよびその付加物、
無水物、およびポリアミドを挙げることができる。例えば、多官能アミンとしては、脂肪
族アミン化合物，例えばジエチレントリアミン（Ｄ．Ｅ．Ｈ．*２０、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能）
、トリエチレンテトラミン（Ｄ．Ｅ．Ｈ．*２４、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　
Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能）、テトラエチレンペ
ンタアミン（Ｄ．Ｅ．Ｈ．*２６、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ
，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能）、更に上記アミンのエポキシレジン
、希釈剤、または他のアミン反応性化合物での付加物、を挙げることができる。芳香族ア
ミン，例えばメタフェニレンジアミンおよびジアミンジフェニルスルホン、脂肪族ポリア
ミン，例えばアミノエチルピペラジンおよびポリエチレンポリアミン、ならびに芳香族ポ
リアミン，例えばメタフェニレンジアミン、ジアミノジフェニルスルホン、およびジエチ
ルトルエンジアミン、もまた使用できる。
【００３９】
　無水物硬化剤としては、例えば、ナドメチル無水物、ヘキサヒドロフタル酸無水物、ト
リメリット酸無水物、ドデセニルコハク酸無水物、フタル酸無水物、メチルヘキサヒドロ
フタル酸無水物、テトラヒドロフタル酸無水物、およびメチルテトラヒドロフタル酸無水
物を特に挙げることができる。無水物硬化剤としてはまた、スチレンおよびマレイン酸無
水物および他の無水物のコポリマー（米国特許第６，６１３，８３９号（参照により本明
細書に組入れる）に記載されるような）を挙げることができる。
【００４０】
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　ある態様において、フェノールノボラック硬化剤は、ビフェニル基またはナフチル基を
含有できる。フェノール性水酸基は、化合物のビフェニル基またはナフチル基についてい
ることができる。この種の硬化剤は、例えば、第ＥＰ９１５１１８Ａ１号に記載される方
法に従って調製できる。例えば、ビフェニル基を含有する硬化剤は、フェノールをビスメ
トキシ－メチレンビフェニルと反応させることによって得ることができる。
【００４１】
　他の態様において、硬化剤としては、三フッ化ホウ素モノエチルアミン、およびジアミ
ノシクロヘキサンを挙げることができる。硬化剤としてはまた、イミダゾール、その塩、
および付加物を挙げることができる。これらのエポキシ硬化剤は、典型的には室温で固体
である。好適なイミダゾール硬化剤の１つの例としては、２－フェニルイミダゾールが挙
げられ；他の好適なイミダゾール硬化剤は、第ＥＰ９０６９２７Ａ１号に記載されている
。他の硬化剤としては、芳香族アミン、脂肪族アミン、無水物、およびフェノールが挙げ
られる。
【００４２】
　ある態様において、硬化剤は、分子量が５００以下（アミノ基当たり）であるアミノ化
合物，例えば、芳香族アミンまたはグアニジン誘導体であることができる。アミノ硬化剤
の例としては、４－クロロフェニル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－ウレアおよび３，４－ジクロロ
フェニル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－ウレアが挙げられる。
【００４３】
　本明細書で開示する態様において有用な硬化剤の他の例としては：３，３’－および４
，４’－ジアミノジフェニルスルホン；メチレンジアニリン；ビス（４－アミノ－３，５
－ジメチルフェニル）－１，４－ジイソプロピルベンゼン（ＥＰＯＮ１０６２としてＳｈ
ｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．から入手可能なもの）；ならびにビス（４－アミノフ
ェニル）１，４－ジイソプロピルベンゼン（ＥＰＯＮ１０６１としてＳｈｅｌｌ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｃｏ．から入手可能なもの）が挙げられる。
【００４４】
　エポキシ化合物用のチオール硬化剤もまた使用でき、そして例えば、米国特許第５，３
７４，６６８号に記載されている。本明細書で用いる「チオール」としてはまた、ポリチ
オールまたはポリメルカプタン硬化剤が挙げられる。例示的なチオールとしては、脂肪族
チオール，例えばメタンジチオール、プロパンジチオール、シクロヘキサンジチオール、
２－メルカプトエチル－２，３－ジメルカプトサクシネート、２，３－ジメルカプト－１
－プロパノール（２－メルカプトアセテート）、ジエチレングリコールビス（２－メルカ
プトアセテート）、１，２－ジメルカプトプロピルメチルエーテル、ビス（２－メルカプ
トエチル）エーテル、トリメチロールプロパントリス（チオグリコレート）、ペンタエリ
スリトールテトラ（メルカプトプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラ（チオグ
リコレート）、エチレングリコールジチオグリコレート、トリメチロールプロパントリス
（ベータ－チオプロピオネート）、プロポキシル化アルカンのトリグリシジルエーテルの
トリス－メルカプタン誘導体、およびジペンタエリスリトールポリ（ベータ－チオプロピ
オネート）；脂肪族チオールのハロゲン置換誘導体；芳香族チオール，例えばジ－，トリ
ス－またはテトラ－メルカプトベンゼン、ビス－，トリス－またはテトラ－（メルカプト
アルキル）ベンゼン、ジメルカプトビフェニル、トルエンジチオールおよびナフタレンジ
チオール；芳香族チオールのハロゲン置換誘導体；複素環含有チオール，例えばアミノ－
４，６－ジチオール－ｓｙｍ－トリアジン、アルコキシ－４，６－ジチオール－ｓｙｍ－
トリアジン、アリールオキシ－４，６－ジチオール－ｓｙｍ－トリアジンおよび１，３，
５－トリス（３－メルカプトプロピル）イソシアヌレート；複素環含有チオールのハロゲ
ン置換誘導体；少なくとも２つのメルカプト基を有しかつメルカプト基に加えて硫黄原子
を含有するチオール化合物，例えばビス－，トリス－またはテトラ（メルカプトアルキル
チオ）ベンゼン、ビス－，トリス－またはテトラ（メルカプトアルキルチオ）アルカン、
ビス（メルカプトアルキル）ジスルフィド、ヒドロキシアルキルスルフィドビス（メルカ
プトプロピオネート）、ヒドロキシアルキルスルフィドビス（メルカプトアセテート）、
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メルカプトエチルエーテルビス（メルカプトプロピオネート）、１，４－ジチアン－２，
５－ジオールビス（メルカプトアセテート）、チオジグリコール酸ビス（メルカプトアル
キルエステル）、チオジプロピオン酸ビス（２－メルカプトアルキルエステル）、４，４
－チオ酪酸ビス（２－メルカプトアルキルエステル）、３，４－チオフェンジチオール、
ビスマスチオールおよび２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾールが挙げられ
る。
【００４５】
　硬化剤はまた、求核物質，例えばアミン、３級ホスフィン、求核アニオンを有する４級
アンモニウム塩、求核アニオンを有する４級ホスホニウム塩、イミダゾール、求核アニオ
ンを有する３級ヒ素塩、および求核アニオンを有する３級スルホニウム塩であることがで
きる。
【００４６】
　エポキシレジン、アクリロニトリルまたは（メタ）アクリレートの付加によって変性さ
れている脂肪族ポリアミンもまた、硬化剤として利用できる。加えて、種々のマンニッヒ
塩基を使用できる。アミン基が直接芳香環についている芳香族アミンもまた使用できる。
【００４７】
　本明細書で開示する態様において硬化剤として有用な求核アニオンを有する４級アンモ
ニウム塩としては、テトラエチルアンモニウムクロリド、テトラプロピルアンモニウムア
セテート、ヘキシルトリメチルアンモニウムブロミド、ベンジルトリメチルアンモニウム
シアニド、セチルトリエチルアンモニウムアジド、Ｎ，Ｎ－ジメチルピロリジニウムシア
ネート、Ｎ－メチルピリジニウムフェノレート、Ｎ－メチル－ｏ－クロロピリジニウムク
ロリド、メチルビオロゲンジクロリド等を挙げることができる。
【００４８】
　ある態様において、少なくとも１種のカチオン性光開始剤を使用できる。カチオン性光
開始剤としては、特定の波長または波長領域の電磁放射に曝露されたときに分解して、例
えばエポキシド基と水酸基との間の重合反応を触媒できるカチオン性種を形成する化合物
が挙げられる。カチオン性種はまた、エポキシド基と硬化性組成物中に含有される他のエ
ポキシド－反応性種（例えば他の水酸基、アミン基、フェノール基、メルカプタン基、無
水物基、カルボン酸基等）との反応を触媒できる。
【００４９】
　カチオン性光開始剤の例としては、ジアリールヨードニウム塩およびトリアリールスル
ホニウム塩が挙げられる。例えば、ジアリールヨードニウム塩型の光開始剤は、Ｃｉｂａ
－Ｇｅｉｇｙから商品名ＩＲＧＡＣＵＲＥ　２５０で入手可能である。トリアリールスル
ホニウム型光開始剤は、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙからＣＹＲ
ＡＣＵＲＥ　６９９２として入手可能である。カチオン性光開始剤は、触媒的有効量で使
用でき、そして硬化性組成物の約１０質量パーセント以下を構成できる。
【００５０】
　難燃添加剤
　本明細書で記載するレジン組成物は、臭素化および非臭素化の難燃剤を含有する配合物
において使用できる。臭素化添加剤の具体例としては、テトラブロモビスフェノールＡ（
ＴＢＢＡ）およびこれに由来する材料：ＴＢＢＡ－ジグリシジルエーテル，ビスフェノー
ルＡまたはＴＢＢＡとＴＢＢＡ－ジグリシジルエーテルとの反応生成物，ならびにビスフ
ェノールＡジグリシジルエーテルとＴＢＢＡとの反応生成物が挙げられる。
【００５１】
　非臭素化難燃剤としては、ＤＯＰ（９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファ
フェナントレン１０－オキサイド），例えばＤＯＰ－ハイドロキノン（１０－（２’，５
’－ジヒドロキシフェニル）－９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナ
ントレン１０－オキサイド）、ＤＯＰとノボラックのグリシジルエーテル誘導体との縮合
生成物、および無機難燃剤，例えばアルミニウム三水和物およびアルミニウムホスフィナ
イトに由来する種々の材料が挙げられる。
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【００５２】
　任意の添加剤
　本明細書で開示する硬化性および熱硬化性の組成物としては、任意に、従来の添加剤お
よびフィラーを挙げることができる。添加剤およびフィラーとしては、例えば、他の難燃
剤、ホウ酸、シリカ、ガラス、タルク、金属粉末、二酸化チタン、湿潤剤、顔料、着色剤
、型離型剤、カップリング剤、イオン捕捉剤、ＵＶ安定剤、軟化剤、強化剤および粘着付
与剤を挙げることができる。添加剤およびフィラーとしてはまた、ヒュームドシリカ、凝
集剤，例えばガラスビーズ、ポリテトラフルオロエチレン、ポリオールレジン、ポリエス
テルレジン、フェノールレジン、グラファイト、二硫化モリブデン、研磨顔料、粘度低下
剤、窒化ホウ素、マイカ、成核剤、および安定剤を特に挙げることができる。フィラーお
よび変性剤を、エポキシレジン組成物への添加前に予熱して湿気を追い出すことができる
。加えて、これらの任意の添加剤は、該組成物の特性に対する効果を、硬化の前および／
または後に有することができ、そして該組成物および所望の反応生成物を配合する際に考
慮するのがよい。本明細書で開示する硬化性組成物はまた、任意に、一般的に従来の種類
である他の添加剤を含有でき、例えば、安定剤、他の有機または無機の添加剤、顔料、湿
潤剤、流動調整剤、ＵＶ光ブロッカー、および蛍光添加剤が挙げられる。これらの添加剤
は、ある態様では０～５質量パーセント、他の態様では３質量パーセント未満の量で存在
できる。好適な添加剤の例はまた、米国特許第５，０６６，７３５号およびＰＣＴ／ＵＳ
２００５／０１７９５４号に記載されている。
【００５３】
　硬化性組成物
　硬化性組成物は、上記のようなエポキシ－イミダゾール触媒を、エポキシレジン（例え
ば上記したような）と組合せることによって形成できる。本明細書で記載する硬化性組成
物は、エポキシレジンおよびエポキシ－イミダゾール触媒、更に追加の硬化剤、添加剤、
触媒、ならびに他の任意の成分を組合せることによって形成できる。例えば、ある態様に
おいて、硬化性組成物は、エポキシレジン組成物とエポキシ－イミダゾール化合物とを、
触媒なしで混合して混合物を形成することによって形成できる。エポキシレジンとエポキ
シ－イミダゾール触媒との比率は、１つには、硬化性組成物および製造すべき、硬化した
組成物において所望される特性、組成物の所望される硬化応答、および組成物の所望され
る貯蔵安定性（所望のシェルフライフ）によることができる。他の態様において、硬化性
組成物を形成する方法は、エポキシレジンまたはプレポリマー組成物を形成するステップ
、エポキシ－イミダゾール触媒を混合するステップ、追加の硬化剤または触媒を混合する
ステップ、難燃剤を混合するステップ、および添加剤を混合するステップ、の１つ以上を
含むことができる。
【００５４】
　ある態様において、エポキシレジンは、硬化性組成物中に、硬化性組成物の０．１～９
９質量パーセントの範囲の量で存在できる。他の態様において、エポキシ組成物は、硬化
性組成物の５～８０質量パーセント；他の態様では１５～６０質量パーセント；および更
に他の態様では２５～４０質量パーセントの範囲であることができる。他の態様では、エ
ポキシ組成物は、硬化性組成物の３０～９９質量パーセント；他の態様では５０～９９質
量パーセント；他の態様では６０～９５質量パーセント；および更に他の態様では７０～
９０質量パーセントの範囲であることができる。
【００５５】
　ある態様において、硬化性組成物は、約３０～約９８体積パーセントのエポキシレジン
を含むことができる。他の態様において、硬化性組成物は、６５～９５体積パーセントの
エポキシレジン；他の態様では７０～９０体積パーセントのエポキシレジン；他の態様で
は３０～６５体積パーセントのエポキシレジン；および更に他の態様では４０～６０体積
パーセントのエポキシレジンを含むことができる。
【００５６】
　ある態様において、本明細書で開示する態様に従って形成されるエポキシ－イミダゾー
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ル付加物は、硬化性組成物中に、０．０１質量パーセント～６０質量パーセントの範囲の
量で存在できる。他の態様において、エポキシ－イミダゾール付加物は、０．１質量パー
セント～５５質量パーセント；他の態様では０．５質量パーセント～５０質量パーセント
；および更に他の態様では１～４５質量パーセントの範囲の量で存在できる。
【００５７】
　ある態様において、触媒は、硬化性組成物中に、０．０１質量パーセント～１０質量パ
ーセントの範囲の量で存在できる。他の態様において、触媒は、０．１質量パーセント～
８質量パーセント；他の態様では０．５質量パーセント～６質量パーセント；および更に
他の態様では１～４質量パーセントの範囲の量で存在できる。
【００５８】
　ある分類の態様において、本明細書で記載する硬化性組成物は：３０～９９質量パーセ
ントのエポキシレジン、０．０１～１０質量パーセントのアミン触媒；１～４０質量パー
セントのエポキシ－イミダゾール付加物を含むことができ、ここで与えられる質量パーセ
ントは、アミン触媒、エポキシ－イミダゾール付加物、およびエポキシレジンの組合せ質
量基準である。
【００５９】
　ある態様において、追加の硬化剤もまた、本明細書で記載するエポキシ組成物と混合で
きる。追加の硬化剤および追加の硬化剤の量の選択において考慮すべき変数としては、例
えば、レジン組成物の特性、硬化した組成物の所望の特性（可撓性、電気特性等）、所望
の硬化速度、更に硬化剤分子当たりの反応性基の数，例えばアミン中の活性水素の数、を
挙げることができる。使用する追加の硬化剤の量は、ある態様で０．１～１５０質量部（
レジン組成物１００質量部当たり）で変動できる。他の態様において、追加の硬化剤は、
１～９５質量部（レジン組成物１００質量部当たり）の範囲の量で使用でき；硬化剤は、
他の態様では２．５～９０質量部（レジン組成物１００質量部当たり）；および更に他の
態様では５～８５質量部（レジン組成物１００質量部当たり）の範囲の量で使用できる。
【００６０】
　硬化性組成物はまた、ある態様において、約０．１～約５０体積パーセントの任意の添
加剤を含むことができる。硬化性組成物は、他の態様では約０．１～約５体積パーセント
の任意の添加剤；および更に他の態様では約０．５～約２．５体積パーセントの任意の添
加剤を含むことができる。
【００６１】
　基材
　上記で記載する硬化性組成物は、基材上に配置して硬化させることができる。基材は特
に限定されるものではない。そのように、基材としては、金属，例えばステンレススチー
ル、鉄、スチール、銅、亜鉛、スズ、アルミニウム、アルマイト等；このような金属の合
金、ならびにこのような金属でめっきしたシートおよびこのような金属の積層シートを挙
げることができる。基材としてはまた、ポリマー、ガラス、および種々の繊維，例えば、
カーボン／グラファイト；ホウ素；クオーツ；酸化アルミニウム：ガラス，例えばＥガラ
ス、Ｓガラス、Ｓ－２　ＧＬＡＳＳ（登録商標）またはＣガラス；およびシリコンカーバ
イドまたはシリコンカーバイド繊維（チタンを含有するもの）を挙げることができる。市
販で入手可能な繊維としては：有機繊維，例えばＫＥＶＬＡＲ（ＤｕＰｏｎｔより）；酸
化アルミニウム含有繊維，例えばＮＥＸＴＥＬ繊維（３Ｍより）；シリコンカーバイド繊
維，例えばＮＩＣＡＬＯＮ（Ｎｉｐｐｏｎ　Ｃａｒｂｏｎより）；およびシリコンカーバ
イド繊維（チタンを含有するもの），例えばＴＹＲＲＡＮＯ（Ｕｂｅより）を挙げること
ができる。特定の態様において、硬化性組成物を使用して、回路基板または印刷回路基板
の少なくとも一部を形成できる。ある態様において、基材を相溶化剤でコートして、硬化
性組成物および硬化した組成物の基材への接着を改善できる。
【００６２】
　コンポジットおよびコートされた構造物
　ある態様において、コンポジットは、本明細書で開示する硬化性組成物を硬化させるこ
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とによって形成できる。他の態様において、コンポジットは、硬化性組成物を基材または
強化材料に適用することによって，例えば基材または補強材料を含浸またはコートし、そ
して硬化性組成物を硬化させることによって、形成できる。
【００６３】
　上記の硬化性組成物は、粉末、スラリー、または液体の形状であることができる。上記
のように、硬化性組成物を生成した後で、これを、上記の基材の上、内部または間に、硬
化性組成物の硬化前、硬化中または硬化後に配置できる。
【００６４】
　例えば、コンポジットは、基材を硬化性組成物でコートすることによって形成できる。
コーティングは、種々の手順，例えばスプレーコーティング、カーテンフローコーティン
グ、ロールコーターもしくはグラビアコーターでのコーティング、ブラシコーティング、
およびディッピングまたは浸漬コーティングで実施できる。
【００６５】
　種々の態様において、基材は、単層または多層であることができる。例えば、基材は、
特に、２つのアロイのコンポジット、多層ポリマー物品、および金属コートされたポリマ
ーであることができる。他の種々の態様において、硬化性組成物の１つ以上の層は、基材
の上または内部に配置できる。他の多層コンポジット（基材層および硬化性組成物層の種
々の組合せによって形成されるもの）もまた本明細書で想定する。
【００６６】
　ある態様において、硬化性組成物の加熱は、例えば温度感受性基材の過熱を回避するた
めに、局所的であることができる。他の態様において、加熱は、基材および硬化性組成物
の加熱を含むことができる。
【００６７】
　本明細書で開示する硬化性組成物の硬化は、温度少なくとも約３０℃、最大約２５０℃
を、分単位から時間単位の間、レジン組成物、硬化剤および触媒（使用する場合）に応じ
て必要とする場合がある。他の態様において、硬化は温度少なくとも１００℃で、分単位
から時間単位の間で生じる。後処理を更に用いてもよく、このような後処理は通常温度約
１００℃～２００℃の間である。
【００６８】
　ある態様において、硬化は、発熱を防ぐために段階分けしてもよい。段階分けとしては
、例えば、ある時間である温度にて硬化させた後、ある時間でより高温にて硬化させるこ
とが挙げられる。段階分けした硬化としては、２つ以上の硬化段階を挙げることができ、
そしてある態様では温度約１８０℃未満で、そして他の態様では約１５０℃未満で、開始
できる。
【００６９】
　ある態様において、硬化温度は下限温度３０℃、４０℃、５０℃、６０℃、７０℃、８
０℃、９０℃、１００℃、１１０℃、１２０℃、１３０℃、１４０℃、１５０℃、１６０
℃、１７０℃、または１８０℃、から上限温度２５０℃、２４０℃、２３０℃、２２０℃
、２１０℃、２００℃、１９０℃、１８０℃、１７０℃、１６０℃、の範囲であることが
でき、該範囲は任意の下限から任意の上限であることができる。
【００７０】
　本明細書で記載する硬化性組成物およびコンポジットは、用途の中でも特に、接着剤、
構造および電気積層体、コーティング、キャスティング、構造（航空宇宙産業用）、なら
びに基板等（電子産業用）として有用であることができる。本明細書で開示する硬化性組
成物はまた、電気ワニス、カプセル化剤、半導体、汎用の成形用粉末、フィラメント巻パ
イプ、貯蔵タンク、ポンプ用ライナー、および耐腐食性コーティングにおいて特に使用で
きる。選択される態様において、本明細書で記載する硬化性組成物は、レジンコートされ
た箔の形成（米国特許第６，４３２，５４１号（参照により本明細書に組入れる）に記載
されるのと同様）において有用であることができる。
【００７１】
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　種々の加工技術を用いて、本発明で開示するエポキシ系組成物を含有するコンポジット
を形成できる。例えば、フィラメント巻、溶媒プリプレグ化、および引き抜き成形は、典
型的な加工技術（硬化していないエポキシレジンを使用できる）である。更に、バンドル
形状の繊維は、硬化していないエポキシレジン組成物でコートし、フィラメント巻として
蓄積し、そして硬化させてコンポジットを形成できる。
【００７２】
　本明細書で記載するエポキシレジン組成物およびコンポジットは、接着剤、構造および
電気積層体、コーティング、キャスティング、航空宇宙産業用の構造物として、電子産業
用の基板等として、更にスキー、スキーのストック、釣竿、および他のアウトドアスポー
ツ用具の形成用に有用であることができる。本明細書で開示するエポキシ組成物はまた、
電気ワニス、カプセル化剤、半導体、汎用の成形用粉末、フィラメント巻パイプ、貯蔵タ
ンク、ポンプ用ライナー、および耐腐食性コーティングにおいて特に使用できる。
【００７３】
　上記で開示した態様（その代表的な利点を含み）のより良い理解を与えるために、以下
の例を与える。
【００７４】
　例
　以下の例において固体触媒を調製するための一般的な手順は、まずイミダゾール、アミ
ン（使用する場合）、およびエポキシレジンの一部（例えば、脂肪族エポキシ、またはＸ
Ｚ　９２４４７．００，Ｄ．Ｅ．Ｒ．*７３２，もしくはＤ．Ｅ．Ｒ．*７３６（これらの
各々はＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈ
ｉｇａｎから入手可能））を反応器に入れて、均一な混合物を室温で得ることである。液
体アミンおよび液体エポキシレジンを典型的に用いて、固体イミダゾールとの液体混合物
を得る。この混合物を、混合物がより高温に到達するように反応させ、この後、液体エポ
キシレジン（例えばＤ．Ｅ．Ｒ．*３３０，Ｄ．Ｅ．Ｒ．*３８３，またはＤ．Ｅ．Ｒ．*

３３１（これらの各々はＴｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌ
ａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能））を一部ずつ添加して、強い発熱反応による発
熱を制御する。温度は１４０℃未満に制御して、エポキシ－エポキシ単独重合よりもエポ
キシとイミダゾールとの間で効率的な反応をするようにし、そしていずれの反応物質の分
解温度よりも低温に維持する。
【００７５】
　例１
　窒素パージした１リットルの反応器を、２－メチルイミダゾールおよびエポキシレジン
混合物の反応のために用い、ここで反応器を撹拌して、反応器温度を反応器内部で、容器
壁近傍に配置した熱電対を用いて測定する。１６８グラムの２－メチルイミダゾールおよ
び６５グラムのＸＺ　９２４４７．００（多価フェノールのポリグリシジルエーテル）を
反応器に添加する。次いで反応器を６５℃に加熱し、この後、ＸＺ　９２４４７．００を
毎秒０．５滴ずつ、２５０ｍｌ滴下漏斗を用いて添加する。約９２グラムのＸＺ　９２４
４７．００の添加後、反応混合物をピーク温度約９１．６℃に発熱させる。ＸＺ　９２４
４７．００の添加を、毎秒１滴の速度で継続する。反応混合物の温度を約８８℃まで低下
させた後、１５ｍｌのＸＺ　９２４４７．００を反応器に単発で添加する。ＸＺ　９２４
４７．００の反応器への総添加は約１１３グラムである。得られる混合物を、次いで、１
２分間撹拌し、その間に、温度を８８℃から８０℃に低下させる。
【００７６】
　Ｄ．Ｅ．Ｒ．３３０（液体ビスフェノールＡ系エポキシレジン、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから入手可能）を、次いで、５秒
当たり１滴の速度で、２５０ｍｌの滴下漏斗を用いて添加する。滴下速度は、Ｄ．Ｅ．Ｒ
．　３３０の粘度によって制限される。約１３７グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０の添加後、
Ｄ．Ｅ．Ｒ．３３０を約５０℃に加熱して、滴下速度を毎秒約２滴に増大させる。反応混
合物は、ピーク温度約１２３℃（加熱されたＤ．Ｅ．Ｒ．３３０の添加中）に到達する。
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約３１１グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０の全部を反応器に添加する。反応器を次いで冷却し
、そして得られる生成物を赤褐色固体として回収する。
【００７７】
　回収した触媒の特性を測定する。得られる固体の円錐平板粘度（１５０℃）は約２Ｐａ
・ｓ（ＥＩＣ　Ｖｉｓｃｏ－Ｐｌｏｔ　ＶＰＯ、円錐（cone）および平板（plate）、Ｃ
－円錐で測定）である。固体触媒の軟化点（Ｍｅｔｔｌｅｒ　ＦＰ８０＋　Ｍｅｔｔｌｅ
ｒ　ＦＰ８３組合せ、２５℃で開始、２℃／分の加熱速度を用いて測定）を９４．５℃で
測定する。そして、化合物中の遊離の２－メチルイミダゾールの量（ＨＰＬＣを用いて測
定）は、約５．１質量パーセントである。
【００７８】
　例２
　窒素パージした１リットルの反応器を、２－メチルイミダゾールおよびエポキシレジン
混合物の反応のために用い、ここで反応器を撹拌して、反応器温度を反応器内部で、容器
壁近傍に配置した熱電対を用いて測定する。３１１．８グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．７３２Ｐ（
長鎖ポリグリコールジエポキシド液体レジン、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩから入手可能）を反応器に添加し、そして反応器を温
度４０℃に加熱する。２－メチルイミダゾールを約１５グラム分量で添加する。約８７グ
ラムの２－メチルイミダゾールの添加後に発熱は認められず、この後、反応器を温度５０
℃に加熱する。追加の２７グラムの２－メチルイミダゾールを反応器に添加し、ここで反
応混合物は混濁したスラリーであると観察される。反応器を次いで６５℃に加熱し、そし
て２５グラムの追加の２－メチルイミダゾールをゆっくり添加する。若干の発熱が認めら
れ、この後反応器を温度８０℃まで加熱する。混合物は茶色がかった色の溶液様混合物と
なり、そしてピーク温度８６℃まで発熱する。２－メチルイミダゾールはまた、反応温度
で昇華することが認められる。残りの２－メチルイミダゾールを次いでゆっくり添加して
総イミダゾール供給量約１６８．４グラムに到達させる。
【００７９】
　全部で約３２６グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０を５分割量で添加する（４５ｇ，６０ｇ，
７１ｇ，７０ｇ，３０ｇ，および約５０ｇをこの順で与える）。各分割量の後、反応温度
を監視して温度を１５０℃未満に制御する。第１の分割量の添加後、反応混合物は９８℃
まで発熱する。第２の分割量の後、混合物は１２５℃まで発熱し、そして次いで水浴を用
いて温度１１５℃未満まで冷却し、この温度で反応混合物はほぼ明澄である（もはや混濁
スラリーではない）。反応混合物は温度１４５℃まで発熱し、次いで７１ｇ分割量および
約１４８℃、次いで７０グラム分割量とする。５０ｇ分割量の後、１３６℃までの発熱が
測定され、そして混合物の粘度は増大する。反応器を次いで冷却し、そして赤褐色固体を
回収する。
【００８０】
　回収した触媒の特性を測定する。得られる固体の円錐平板粘度（１５０℃）は約１．３
Ｐａ・ｓである。固体触媒の軟化点（Ｍｅｔｔｌｅｒ　ＦＰ８０＋　Ｍｅｔｔｌｅｒ　Ｆ
Ｐ８３組合せ、２５℃で開始、２℃／分の加熱速度を用いて測定）を８２℃で測定する。
【００８１】
　例３
　窒素パージした１リットルの反応器を、２－メチルイミダゾールおよびエポキシレジン
混合物の反応のために用い、ここで反応器を撹拌して、反応器温度を反応器内部で、容器
壁近傍に配置した熱電対を用いて測定する。１４８．２グラムの２－メチルイミダゾール
および２１．９グラムのＸＺ　９２４４７．００を反応器に添加し、そして反応器を温度
７５℃に加熱する。追加のＸＺ　９２４４７．００を、約１．５時間に亘って、全体で約
２７７．４グラムのＸＺ　９２４４７．００が添加されるまで滴下添加する。追加の５８
グラム、５０．６グラム、および追加の２０．６グラムの２－メチルイミダゾールを反応
器に添加し、第１の約１時間のＸＺ　９２４４７．００滴下添加の後；次の第２の約１．
４５時間のＸＺ　９２４４７．００滴下添加、および次の第３の約１．５時間のＸＺ　９
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２４４７．００滴下添加を行う。追加のＸＺ　９２４４７．００を連続流として２回、１
０秒間隔に亘り２分間あけて添加する。反応器は最高温度約９７℃に到達し、そしてサン
プル（サンプル１）を収集し、続いてＸＺ　９２４４７．００を完全に添加する。反応器
に添加するＸＺ　９２４４７．００および２－メチルイミダゾールの総量は、それぞれ約
１７７．８グラムおよび２７７．４グラムである。
【００８２】
　Ｄ．Ｅ．Ｒ．３３０を、次いで小分割量で約３．２５時間かけて添加する。ここで分割
量は反応器温度を約１３０℃未満に維持する少量の十分な分量で添加する。全体で約５２
０グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０を添加し、ここで反応器サンプルを回収し、続いて約２５
０グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０（反応器サンプル２）、３８０グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３
０（反応器サンプル３）、４１６グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０（反応器サンプル４）、４
４４グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０（反応器サンプル５）、４６３グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３
３０（反応器サンプル６）、４６７グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０（反応器サンプル７）、
および４７１グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０（反応器サンプル８）を添加する。Ｄ．Ｅ．Ｒ
．３３０を完全に添加した後、反応を完了させ、そして反応器を室温まで冷却して空にす
る。
【００８３】
　回収した触媒サンプルの特性を、表１に示すように測定する。サンプル１および２は室
温では固体ではなかった。従って得られる軟化点は表１に表す特性結果からは省略してい
る。
【００８４】

【表１】

【００８５】
　例４
　窒素パージした１リットルの反応器を、２－メチルイミダゾール（２－ＭＩ）およびエ
ポキシレジン混合物の反応のために用い、ここで反応器を撹拌して、反応器温度を反応器
内部で、容器壁近傍に配置した熱電対を用いて測定する。２５０グラムの２－メチルイミ
ダゾール、２０グラムのモノエタノールアミンおよび２２０グラムのＸＺ　９２４４７．
００を反応器に添加し、そして反応器を温度３０℃に加熱する。反応混合物は発熱し、そ
して温度が約９４℃まで増大し、この時点で５１０グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０を反応器
に分けて入れ、ここで各分量を発熱させて安定化し、反応器温度を１３５℃未満に維持す
る。約１３７グラムのＤ．Ｅ．Ｒ．３３０の添加後、第１のサンプルを採取する（反応器
サンプル１）。第２のサンプル（反応器サンプル２）を採取し、次いでＤ．Ｅ．Ｒ．３３
０を完全に添加する。
【００８６】
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　５０グラムの追加のＤ．Ｅ．Ｒ．３３０を次いで混合物に添加して、更なるエポキシレ
ジンの、得られる触媒に対する効果（分子量、粘度、遊離２－メチルイミダゾール等）を
評価する。５つの追加の１０グラム分量を反応混合物に添加し、反応器サンプルを採取し
、次いで各々の発熱を完了させる（反応器サンプル３～７）。反応器を次いで冷却し、そ
して得られる触媒を回収した（最終生成物）。回収したサンプルおよび最終触媒の特性を
測定し、これらの結果を表２に表す。
【００８７】
【表２】

【００８８】
　例５
　例２において形成した触媒を、工業界において使用される典型的な触媒，ＥＰＩ－ＣＵ
ＲＥ　Ｐ１０１（エポキシレジンおよびイミダゾールの反応生成物、Ｈｅｘｉｏｎから入
手可能）と、エポキシレジン配合物の硬化について表３に示すように比較する。配合され
た粉末を静電スプレーガン（これは流体化供給チャンバーを有する）で１７５℃の予熱し
たグリット吹き付けスチールパネルの上に適用し、そして次いで１７０℃で３分間後硬化
させる。適用したコーティングは厚み約３５０μｍを有する。
【００８９】
　コーティングの接着性能を、高温水耐性および陰極剥離耐性によって特性化する。これ
らはパイプコーティング工業における標準的な試験方法である。高温水試験のために、コ
ートされたスチールパネルを水浴中に７５℃で４８時間浸漬し、次いでレバー動作でコー
ティングの擦れまたは剥離をさせようと試みる。試験結果を１から５の評定尺度で表し、
１は最良であり、５は最悪である。試験の結果を表３に示す。
【００９０】
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【表３】

【００９１】
　例５は、例２の触媒を有し、ＥＰＩ－ＣＵＲＥ　Ｐ１０１を用いる比較例に対して、よ
り良好な高温水耐性／耐衝撃性または少なくとも同等の結果を示す。
【００９２】
　上記したように、本明細書で開示する態様は、添加される溶媒の使用を伴わないエポキ
シ－イミダゾール触媒の形成を提供する。溶媒不含有触媒は、用途の中でも特にパイプコ
ーティング、熱感受性基材コーティング、カプセル化、電気ラミネート、環境雰囲気での
コーティング、絶縁、およびコンポジットのための粉末コーティング配合物において使用
できる。
【００９３】
　有利には、本明細書で開示する態様は、溶媒不含有エポキシ－イミダゾール触媒を提供
できる。このような溶媒不含有触媒は、溶媒を含むプロセスにおいて形成される同様の触
媒と比べて改善されたコーティング性能をもたらすことができる。例えば、本明細書で記
載する溶媒不含有エポキシ－イミダゾール触媒から形成されるコーティングは、溶媒を含
むプロセスにおいて形成される同様の触媒を用いて形成される配合物と比べて、改善され
た高温水耐性、陰極剥離耐性、接着、および硬化性（低温での）の１つ以上を有すること
ができる。
【００９４】
　開示が含む態様の数は制限されているが、本開示の利益を有する当業者は、本開示の範
囲から逸脱しない他の態様を考え出すことができることを理解するであろう。従って、該
範囲は添付の特許請求の範囲によってのみ制限されるべきである。
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